




































































































































【Reference Review 64-3 号の研究動向・全分野から】
金融資産の高齢化
経済学部准教授 秋吉 史夫
近年日本人の平均寿命は伸び続け、「人生 100
年時代」の到来が現実のものになりつつある。ま
た同時に進行している少子化により、日本は急速
な高齢化に直面している。2017年における日本の
人口の高齢化率（総人口に占める 65歳以上の割合）
は 27.7％であるが、2065年には 38.4％となり、2.6
人に 1人は 65歳以上となることが予測されてい
る（内閣府「平成 30年版高齢社会白書」）。
人口の高齢化にともない高齢者が保有する金融
資産も増大することが予測されている。みずほ総
合研究所の試算（2018年 1月 31日付リポート「高
齢社会と金融」）によれば、2035年には 70歳以上
の高齢者による金融資産の保有は全体の約 4割に
達するとされている。このような高齢者による金
融資産保有の増大現象は「金融資産の高齢化」と
呼ばれ、それへの対応が重要な政策課題となって
きている（金融庁「平成 29年事務年度金融行政
方針」）。
日本で「金融資産の高齢化」が進む背景には、
高齢者による貯蓄取り崩しが経済学の標準的な理
論であるライフサイクル仮説（人々は、退職前は
老後に備えて所得の一部を貯蓄に回し、退職後は
貯蓄を取り崩して生活する）が想定するペースよ
りもゆっくりであることがある。その原因として、
